
機能強化計画の進捗状況（要約）

１．15年4月から16年9月までの全体的な進捗状況及びそれに対する評価
Ⅰ中小企業金融の再生に向けた取組み
1 創業・新事業支援機能等の強化
「経営革新法」等支援担当者やリエゾンオフィサーを新設したことで、中小企業センターや政府系金融機関と業務連携を進め、大学のリエゾンオフィスとの連携強化が図れております。その成果とし
て、5月に中小企業約300社及び25大学と1研究所と自治体が参加した「京信・産学公・交流フォーラム」を開催し、その後、12の大学と業務連携・協力の覚書を結ぶ事が出来ました。更に「京都ロ
ボットフォーラム」を10月に開催するなど、その成果が着実に現れてきております。今後は更に連携を強化し、対応手法や運用方法についても更なる検討が必要であると認識しております。

2 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
15年4月に「企業再生支援課」を設置し積極的に事業再生支援を実施した結果、15年度は経営改善取組み先のうち41先のランクアップが図れました。社内研修としては企業金融塾を昨年度に引
続き開講し、京信ＪＯＣのホームページ上にビジネス・マッチングの場として「知恵」を開設しました。今後も大学や企業及び各機関との連携を更に強化し、事業シーズと企業ニーズを結びつけるお
手伝いをしていきたいと考えております。

3 早期事業再生に向けた積極的な取組み
各種再生手法を検討する中、経営者と一体となり企業の課題に積極的に取組む為の人材派遣や新しい取組みとしてＤＤＳを活用し、中小企業再生支援協議会についても活用しております。

4 新しい中小企業金融への取組み強化
多様な企業ニーズに応えるため、ローンレビュールールを明確にするとともに、財務制限条項についての活用を検討し実践するなど、新しい取組みを始めております。更に9月より、新しい中小企
業向け融資「京信スピードローン　サッと」を発売し、迅速な回答と無担保・第三者保証不要という商品性により、多くの問い合わせや支援が実現しております。

Ⅱ各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み
法令を遵守した適切な自己査定や事例を踏まえた合理的な不動産評価を行うという従来からの一貫した姿勢を継続しながらも、事務ガイドラインの一部変更を取り入れた自己査定に変更するな
ど、常に適正化を図っております。ガバナンスの強化という点では、総代会の仕組み、選考方法等を平成15年度ディスクロージャー誌の中で、解り易く図表を交えて説明しております。また、地域貢
献に関する情報開示では、その内容を平成15年度ディスクロージャー誌及びホームページで公表しております。コンプライアンスという点では、社内外の研修や外部資格取得試験についても積極
的に参加しており、今後も積極的な参加によりレベルの維持・向上が図れると認識しております。

２．16年4月から16年9月までの全体的な進捗状況及びそれに対する評価
Ⅰ中小企業金融の再生に向けた取組み
1 創業・新事業支援機能等の強化
5月に中小企業約300社及び25大学と1研究所と自治体が参加した「京信・産学公・交流フォーラム」を開催し、同時に産学連携支援融資「リサーチ」を発売しました。そして、産学連携の推進に向け
た業務連携・協力の覚書を京滋の12大学と結びました。更に、10月には分野を絞った交流フォーラム「京都ロボットフォーラム」を開催いたしました。また、9月には「近畿地区産業クラスターサポー
ト金融会議」に協力金融機関として参加しました。今後は関係機関との連携を強化し、対応手法や有効な運用方法についても更なる検討が必要であると認識しております。

2 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
京信ＪＯＣのホームページにビジネスマッチングコーナーとして「知恵」を開設し、企業金融塾を昨年度に引続き16年度についても開講いたしました。今後も大学や企業及び各機関との連携を更に
強化し、事業シーズと企業ニーズを結びつけるお手伝いをしていきたいと考えております。

3 早期事業再生に向けた積極的な取組み
早期企業再生への新しい取組みとしてＤＤＳを1件実行しました。その他、中小企業再生支援協議会も活用しております。今後も有効な事例があれば積極的に活用することを考えております。

4 新しい中小企業金融への取組み強化
ローンレビュールールを明確にし、財務制限条項付き融資を実施した他に、貸出債権の証券化等の新しい取組みも検討しております。更に9月より、新しい中小企業向け融資「京信スピードローン
サッと」を発売し、迅速な回答と無担保・第三者保証不要という商品性により、多くの問い合わせや支援が実現しております。

Ⅱ各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み

法令を遵守した適切な自己査定や事例を踏まえた合理的な不動産評価を行うという従来からの一貫した姿勢を継続しながらも、事務ガイドラインの一部変更を取り入れた自己査定に変更するな
ど、常に適正化を図っております。ガバナンスの強化という点では、ディスクロージャー誌の中で、総代会の仕組み、選考方法等を解り易く説明し、地域貢献に関する情報開示という点でも公表して
おります。コンプライアンスという点では、社内外の研修や外部資格取得試験についても積極的に参加し、16年9月現在コンプライアンスオフィサー2級の合格者は837名に上っております。今後も
積極的な参加によりレベルの維持・向上が図れると認識しております。

「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」に基づく機能強化計画の集中改善期間も残すところあと半年となりました。計画検討段階のものは、全力をあげ
て早急に実現できるように取組んでまいります。そして、新会長、新理事長体制のもと、コミュニティ・バンクの原点を忘れず、ゆたかな未来を地域の皆様と共に築いていけるよう取組んで
まいります。
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機能強化計画の進捗状況（要約）【信金・信組版】 （別紙様式３）

３．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況（別紙様式１）

具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
１．創業・新事業支援機能等の強化
（１）業種別担当者の配置等
融資審査態勢の強化

新事業支援融資を審査する
企業金融部の機能強化と総
合的な支援サービスの提供
を行います。

「経営革新法等申請支
援担当者」の新設と各
地の中小企業支援セン
ターと連携します。

企業実査プログラムの
整備と事後モニタリング
実査を試行の後に本格
稼動させます。

平成１５年９月に「経営革新法」等、申請支援担
当者を２名新設し、その機能増進を図るために、
京都府中小企業総合センターの経営革新法およ
び創造法の申請説明会に参加しました。また、申
請支援担当者を中心に中小公庫・国金等の政府
系金融機関との連携、各大学リエゾンオフィスと
の連携をベースに企業実査のプログラム整備を
検討し、各地の中小企業支援センターとの連携
も始めています。

企業実査プログラムの整備を図るため、
企業金融部審査班による融資事前の企
業実査を実施して問題点等について検
討を加えました。支援センター等外部組
織のノウハウ吸収のため、龍谷大学主
催の「経営革新ブラッシュアップセミ
ナー」に参画し、京都市中小企業支援
センター及び京都府の新事業支援機関
である京都産業２１と連携し、参加企業
の相談を受付ました。そうした経験を踏
まえて企業実査プログラムの整備に活
用しています。

（２）企業の将来性や技術力を
的確に評価できる人材の育成
を目的とした研修の実施

企業金融塾を入門コ－ス、
上級コ－ス、目利き養成コ－
スに発展させ、内容の充実と
対象人員の増加を図ってい
きます。

企業金融塾の「上級コ
－ス」プログラムを作成
します。

①　上級コ－スを実施し
ます。
②　「目利き養成コ－
ス」プログラムを作成しま
す。

企業金融塾については、１４年度下期より第３期
(３４名)の金融塾を開始し、１５年上期７月で終
了。その間６回に亘り事例研究等の研修を行い、
更に取引先４社への企業訪問による実地研修を
行いました。16年９月からは新プログラムを実施し
ました。

9月に新たなプログラムのもと企業金融
塾として、基礎コース（33名）と上級コー
ス（企業再生コース 21名）を開講しまし
た。2月までに7回の事例研究等の研修
を行い、更に取引先への企業訪問によ
る研修も予定しています。

（３）産学官とのネットワークの
構築・活用や日本政策投資銀
行との連携。「産業クラスター
サポート会議」への参画

京都、滋賀南部という大学の
集積エリアを営業基盤とする
金融機関として産学連携を
強化します。

① 企業金融部にリエゾ
ンオフィサ－を新設しま
す。
② 龍谷大学レックを含
め、６大学センタ－との
情報交流を開始しま
す。
③ 日本政策投資銀行
との連携の強化を検討
します。

６大学センタ－の情報を
当金庫の若手経営者サ
－クル「京信ＪＯＣ」等に
還元するサ－ビスを開
始します。

京都商工会議所と各大学のリエゾンオフィスが連
携した「大学シーズ事業化懇談会」に参加し、各
大学で現在進められている独創的な技術シーズ
等の情報収集を図りました。訪問先は２５大学と１
研究所センター。企業金融部にリエゾンオフィ
サー２名を新設しました。龍谷大学レックを含め
た各大学リエゾンオフィス２５センター・1研究所と
の連携、パイプ作りに着手、１６年３月に中小公
庫・国金・商工中金と業務連携の覚書締結。また
特定非営利活動法人近畿バイオインダストリー振
興会議に入会を申し込みました。

ＪＯＣのホームページに、ビジネス・マッ
チング掲示板「知恵」を開設し、情報交
換を開始しました。５月２４日、京都国際
会議場にて「京信産学公交流フォーラ
ム」を開催、京都･滋賀･大阪･奈良の２５
大学、１研究所と約３百社の企業参加及
び自治体の参加を得ました。９月９日、
大阪にて「産業クラスター計画」企業経
営者トップ金融セミナーに協力金融機
関として参加しました。9月２７日、京都
工芸繊維大学と包括の産学連携を締
結。これらの活動を通じ、産学連携の実
績とノウハウを蓄積してきたことから10月
までに京都・滋賀の12大学と覚書を締
結しました。

２５大学１研究所センター:大阪大学・大阪電気通信大学・大谷
大学・京都外国語大学・京都学園大学・京都橘女子大学・京都
工芸繊維大学地域共同センター・京都産業大学研究機構産学
連携係・京都女子大学・京都精華大学・京都造形芸術大学・京
都大学国際融合創造センター・京都府立医科大学・京都府立大
学・京都文教大学・㈱国際電気通信基礎技術研究所(ＡＴＲ)・滋
賀医科大学・滋賀県立大学・滋賀大学・成安造形大学・同志社
女子大学・同志社大学・奈良先端科学技術大学院大学・佛教大
学・立命館大学・龍谷大学エクステンションセンター

（４）ベンチャー企業向け業務
に係る、日本政策投資銀行、
中小企業金融公庫、商工組
合中央金庫等との情報共有、
協調投融資等連携強化

各政府系金融機関との連携
を強化します。

各金融機関との協調融
資プログラムを検討しま
す。

各金融機関との協調融
資プログラムを検討しま
す。

中小企業金融公庫京都支店担当者とで、「新事
業支援融資制度」および「事業再生融資制度」等
について情報交換会を開催。審査部、企業金融
部に、政投銀･中小公庫･商工中金･国金の担当
者を配置し、情報交換、協調融資等の連携のた
めのパイプ役作りを始め、中小公庫･国金･商工
中金とは業務連携の覚書を締結しました。

中小公庫、商工中金、国金と業務連携
の覚書を締結後、９月に国民金融公庫
との業務提携の１号案件を締結すること
ができました。中小公庫とは、公庫の実
施している証券化業務への参画に関し
情報交換を行っています。

 

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況
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具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（５）中小企業支援センターの
活用

① 企業金融部にリエゾンオ
フィサーを新設します。
② 営業エリア内にある１２の
中小企業支援センタ－を活
用し、創業・新事業支援機能
を強化します。

各中小企業支援センタ
－との定期的な情報交
換システムを確立しま
す。

各中小企業支援センタ
－との連携による創業
支援事例を得るようにし
ます。

当金庫エリアにある各支援センターに情報の提
供を依頼し、各支援センターで行われている
様々なセミナー･講演の提供を受け、適宜参加を
しています。企業金融部にリエゾンオフィサーとし
て２名を配置しました。

１２の中小企業支援センター主催のセミ
ナーや講演会に積極的に参加、また各
センターと創業支援事例等の情報交
換･提携を活発に行いました。特に産学
連携等を通じ、京都市の中小企業支援
センター、京都府の京都産業２１とは情
報交換･交流を重点的に行いました。

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
（１）経営情報やビジネス・マッ
チング情報を提供する仕組み
の整備

① 取引先企業に対する経営
相談支援機能を強化しま
す。
② 京信JOCなどの顧客サー
クル活動を通じてビジネス
マッチング活動などを強化し
ます。
③ 最も重要なコンサルティン
グ業務は財務コンサルティン
グ業務であるとの認識で、よ
り質の高い支援業務の提供
を目指します。

「京信情報サ－ビスシ
－ト」による情報提供件
数の増加を図っていき
ます。

① １６年度「京信ＪＯＣ」
活動計画にビジネス
マッチング活動を加える
ように提案します。
② 「中小会社会計基準
適用に関するチェックシ
－ト」の利用を合意でき
る会計士・税理士ととも
に協同で財務コンサル
ティングを行うサービス
プログラムを検討しま
す。

従前に比べより内容を重視した情報サービス
シートにより情報を収集・活用し、大学が持つ事
業シーズと企業のニーズを結び付けるようなビジ
ネス・マッチングを始めました。そうした中インター
ネットを活用し、JOＣ会員を対象とした、ビジネス・
マッチング掲示板「知恵」による情報交換を開
始。また金庫内CCCNｅｔにビジネス・マッチング
掲示板を新設し、店舗間のマッチングも展開しま
した。加えて「京信　産学公　交流フォーラム」の
実施により、各大学リエゾンオフィスとの交流が図
れ、当初の方針も着実に具体化してきており、こ
れらの活動の中から取引先企業との結びつきが
強化できました。本フォーラムの開催と同時に研
究委託費を対象とした、低レートの融資商品「リ
サーチ」を発売しました。

インターネットを活用した、JOＣ会員対
象のビジネス・マッチング掲示板「知恵」
による情報交換を開始。また金庫内
CCCNｅｔにビジネス・マッチング掲示板
を新設し、店舗間のマッチングも展開し
ました。5月には「京信 産学公 交流
フォーラム」を開催、各大学リエゾンオ
フィスとの連携を図り、その一環として、
研究委託費を対象とした、低レートの融
資商品「リサーチ」を発売しました。連携
の深まってきた各大学のリエゾンオフィ
ス等の情報も活用。10月には9大学・2研
究所・1企業の出展のもと「京都ロボット
フォーラム」の開催を予定しています。ま
た12大学とは業務提携の覚書を締結し
ました。10月に近税京信連絡協議会と
の合同研修会を開催予定。こうした研修
会を通じ「中小会社会計基準適用に関
するチェックシート」の利用を合意できる
会計士、税理士とともに協同で財務コン
サルティングを行うサービスプログラムを
検討します。

（２）コンサルティング業務、Ｍ
＆Ａ業務等の取引先企業へ
の支援業務の取組み

２（１）に記載

（３）要注意先債権等の健全
債権化及び不良債権の新規
発生防止のための体制整備
強化並びに実績公表

再生可能と思われるすべて
の取引先の再生を支援する
とともに結果を年１回公表し、
モニタリングを強化し、財務
コンサルティング・金融支援
を強化します。

① 企業再生支援課の
担当者を再生セミナー
に参加させます。
② 不良貸出先の再生
可能性を検討します。

① 15年度の施策を継
続実施します。
② 不良貸出先の再生
可能性を検討し取組み
支援状況を公表しま
す。

経営改善支援に関する体制整備として、審査部
に設置したプロジェクトチームを管理部企業再生
支援課に昇格させ、担当人員も５名増強しまし
た。上記担当者が様々なセミナー・研修会に１２
回・３７名が参加しました。経営改善支援の取組
状況として、積極的な事業再生支援のため、１，３
００社余のバランスシートを検証し、再生対象先
の拡大をはかりました。取引先の事業変調とその
原因把握および具体的な再生計画が策定できる
「企業再生ビジネスサポートシステム」を導入しま
した。このシステムにより財務内容改善のサポート
を実施、併せて経営改善計画書の策定及び実
践にかかるサポートも実施し、平成１５年度は４１
先がランクアップしました。平成１５年度のディスク
ロージャー誌で再生支援取組状況を公表。今後
も取引先・担当税理士・コンサルティング会社・金
庫が一体となった経営改善への取組みを推進し
ていきます。

営業店・企業再生支援課にて不良貸出
先の再生可能性を定期的に検討し、対
象先を拡大しました。中小公庫主催の
事業再生支援講座、信用保証協会との
企業再生に関する勉強会を２回開催し
ました。

財務制限条項などを活用、ローンレビューを日常的に行う事で、
過度な担保・保証への依存のない新しい金融サービスを展開し
ていきます。
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具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（４）中小企業支援スキルの向
上を目的とした研修の実施

①企業金融塾に「上級コー
ス」「目利き養成コース」を新
設します。
②社内外研修受講実績など
の人事情報を整備します。

社内外研修受講実績
などの人事情報を整備
します。

企業金融塾に「上級
コース」を新設し「目利
き養成コース」を準備し
ます。

研修受講者の人事情報を整備し計画的な人材
育成を図るプログラムを策定。また、全信協主催
の「企業支援・企業再生研究会」に参加し、その
成果として『実践！中小企業支援マニュアル』が
発刊されました。このマニュアルをテキストとして9
月より「基礎コース」と「上級コース」（企業再生
コース）を企業金融塾として開講しました。

新たに9月より企業金融塾を開講。基礎
コース33名と上級コース（企業再生コー
ス）21名が参加しました。2月までに7回
の事例研修等の研修を行います。特
に、企業再生コースでは中小企業の再
生支援スキルの向上をテーマとしてお
り、実践的な研修を行っていきます。

（５）「地域金融人材育成シス
テム開発プログラム」等への
協力

同様のプログラムが始まれば
協力します。

同プログラムに協力し
ます。

同プログラムに協力しま
す。

同プログラムについてまだ開始されていません。 同プログラムについてまだ開始されてい
ません。

３．早期事業再生に向けた積極的取組み
（１）中小企業の過剰債務構
造の解消・再生の取組み。
「早期事業再生ガイドライン」
の趣旨を踏まえた事業再生へ
の早期着手

融資事後モニタリングを強化
し、早期再生のための措置を
行います。

取引先の事業変調をモ
ニタリング出来る財務
指導等を選定します。

全取引先を対象とした
自動モニタリングシステ
ムの開発、財務制限条
項の導入検討、個人保
証の見直しを行います。

企業再生ビジネスサポートシステムの導入を検討
し、平成16年4月より稼働しました。財務制限条
項付貸付を1件実行しました。自動モニタリングシ
ステムを活用した貸出審査を開始しました。

企業再生ビジネスサポートシステムを稼
働させました。貸出案件審査・ローンレ
ビューに自動モニタリングシステムの
データを活用し、個社別の収益・リスク
管理に利用しています。財務制限条項
付貸付を1件実行しました。

（２）地域の中小企業を対象と
した企業再生ファンドの組成
の取組み

企業再生ファンドの組成の可
否を１７年３月までに検討しま
す。

企業再生ファンドの組
成の可否の検討に着
手します。

企業再生ファンドの組
成の可否を検討しま
す。

前期同様、検討を行いました。事業推進協議会
との連携を図りましたが、具体化しませんでした。

今期においても企業再生ファンドの組
成を検討しましたが、具体化しませんで
した。

（３）デット・エクイティ・スワッ
プ、DIPファイナンス等の活用

DIPファイナンス及びそれに
準じる再生ファイナンス取扱
方法を検討します。

DIPファイナンス及びそ
れに準じる再生ファイ
ナンス取扱方法を検討
し、融資審査会に報告
します。

デット・エクイティ・スワッ
プの取扱方法を検討
し、融資審査会に報告
します。

ＤＥＳ、ＤＩＰファイナンス及びそれに準じる取扱い
方法を検討し、融資審査会に報告しましたが、Ｄ
ＥＳ、ＤＩＰファイナンス共に有効と思われる再生事
例はありませんでした。ＲＣＣの事業再生スキー
ムにより、ＤＤＳを1件実行しました。

ＤＥＳ、ＤＩＰファイナンス共に有効と思わ
れる再生事例はありませんでした。取扱
方法については引き続き検討していま
す。ＲＣＣの事業再生スキームによりＤＤ
Ｓを1件実行しました。

（４）「中小企業再生型信託ス
キーム」等、ＲＣＣ信託機能の
活用

中小企業再生型信託スキー
ム・RCC信託機能の取扱方
法を検討し、有効な再生事
例があれば積極的に活用し
ていきます。

全信協主催の中小企
業再生型信託スキーム
研修会に参加し、企業
再生ファンドの活用方
法の検討を行い、融資
審査会に報告します。

中小企業再生型信託ス
キーム・RCC信託機能
の取扱方法を検討し、
融資審査会に報告しま
す。

「中小企業再生型信託スキーム」等、RCC信託機
能の取扱い方法を検討し、融資審査会に報告し
ましたが、ＲＣＣ信託機能が有効と考えられる事
例はありませんでした。

ＲＣＣ信託機能が有効と考えられる事例
はありませんでした。引き続き有効な事
例があれば積極的に活用していきま
す。

（５）産業再生機構の活用 産業再生機構の活用方法を
検討し、有効な再生事例が
あれば積極的に活用してい
きます。

産業再生機構の活用
方法を検討し、融資審
査会に報告します。

活用方法を検討し、有
効な事例があれば積極
的に活用していきます。

産業再生機構の活用を検討しました。その活用
方法を検討し、融資審査会に報告、有効な事例
があれば活用する事の了解を得ましたが具体的
な再生案件はありませんでした。

産業再生機構を活用する案件はありま
せんでした。

（６）中小企業再生支援協議
会への協力とその機能の活
用

中小企業再生支援協議会に
協力し、その機能を活用しま
す。

第一号議案を京都府
中小企業再生支援協
議会に持ち込み再生
計画を検討します。

平成１６年９月までに３
件の事案を持ち込むこ
とを目標とします。

再生案件２件を中小企業再生支援協議会に持
込みましたが、1事案についてはそのスキームが
受け入れられませんでした。もう1事案は現在検
討中です。

営業店・本部にて再生案件を点検して
抽出。再生計画を検討した結果、中小
企業再生支援協議会に2件の案件を持
込みましたが1件は受け入れられず、他
1件は現在審議中です。

（７）企業再生支援に関する人
材（ターンアラウンド・スペシャ
リスト）の育成を目的とした研
修の実施

研修の活用だけでなく、企業
への短期間出向等を行い、
ターンアラウンドスペシャリス
トを育成します。

再生支援のための短期
間出向を開始します。

ターンアラウンド・スペ
シャリストの認定基準を
整備します。

平成15年10月に人材派遣を行い、継続して経営
者と一体となり企業の課題に取組んでいます。そ
の為の相手企業との契約書の作成や具体的な
職員選考の検討を行いました。

企業への人材派遣を行い、その経験を
活かしターンアラウンド・スペシャリストの
認定基準を定める準備を行っています。
民間資格取得者の育成、再生支援担当
者の養成準備を進めています。その一
環として若手職員のチャレンジ研修とし
て、東京の企業再生コンサルティング会
社に5名派遣させる予定です。
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具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

４．新しい中小企業金融への取組みの強化
（１）ローンレビューの徹底、財
務制限条項やスコアリングモ
デルの活用等。第三者保証
の利用のあり方

① 中小企業に適用可能な
財務制限条項を検討しま
す。
② 信用リスクデータベースを
活用したスコアリングシステム
を確立します。
③ 代表者保証の運用適正
化を検討します。

大口取引先のローンレ
ビュールールを整備
し、融資審査会に報告
します。

① 大口取引先に適用
可能な財務制限条項を
検討します。
② 信用リスクデータ
ベースを活用した、スコ
アリングシステムを確立
します。

ローンレビュールールについて方法・回数・時期
等を検討した結果、大口取引先（融資残高10億
円以上）の先については、四半期毎に融資審査
会に報告することとし、15年度下期より実施しまし
た。加えて大口貸出先上位20社については、経
営会議資産査定委員会に個社別の動向を報告
しています。また、残高基準に加えて、未保全
額、ＥＬ（予想損失）を基準とした上位20社の動向
を報告することを検討しています。信用リスクデー
タベースによるスコアリングシステムを利用したス
ピードローンの取扱いを開始しました。

財務制限条項付融資を1件実行しまし
た。大口取引先のローンレビューについ
て、残高を基準とした抽出に加えて、未
保全額、ＥＬ（予想損失）額を抽出基準と
することを検討しています。信用リスク
データベースによるスコアリングシステム
を利用し、ミドルマーケットを対象に無担
保・第三者保証不要のスピードローン
「サッと」の取扱いを開始しました。個人
保証取扱い基準については、法制制度
審議会の包括根保証に関する答申に
沿って見直しを開始しました。

（３）証券化等の取組み 信金中金、信金信託と提携
した貸出債権の証券化を検
討します。

信金中金、信金信託と
提携した貸出債権の証
券化を検討します。

信金中金、信金信託と
提携した貸出債権の証
券化を検討します。

前期同様、信金中金、信金信託と提携した貸出
債権の証券化の検討を行っていますが、具体化
まで至っていません。

信金中金、信金信託と提携した貸出債
権の証券化の検討を行っていますが、
具体化まで至っていません。中小公庫と
の間で債権の証券化につき具体的な申
し入れもあり、30件・5億程度の案件発
掘に着手しました。

証券化等の取組みが、取引再生中小企業への新しい金融サー
ビスとして有効であるか、なお一層の検討が必要と思われます。

（４）財務諸表の精度が相対
的に高い中小企業に対する
融資プログラムの整備

日本税理士連合会が作成し
た「中小会社会計基準適用
に関するチェックリスト」を
ベースに、取引条件を債務
者有利なものとするプログラ
ムを新設いたします。

新プログラムの検討を
行います。

新プログラムを新設し適
用していきます。

取引先税理士とチェックリストの活用方法を検討
し、税理士会との連携を密にすることでチェックリ
ストの内容精査をより念入りに行っています。

担保・第三者保証を不要とする新型融
資京信スピードローン「サッと」を9月から
販売開始しており、その中で精度の高
い財務諸表については債務者に有利と
なる審査プログラムを検討中です。また
税理士との合同研修会を10月に実施し
ます。

取引先の財務諸表の精度が相対的に高い場合には、取引先が
より有利な借入条件を適用できるようなプログラムを新設します。

（５）信用リスクデータベース
の整備・充実及びその活用

取引先の財務データ、取引
データ、倒産データをデータ
化し将来の倒産確率、貸倒
れ予想額を計算しスコアリン
グを行います。

データベースを整備
し、スコアリングシステム
を完成させます。

スコアリングシステムを
活用し、適正金利水準
や収益状況の把握、審
査の効率化を図ります。

信用リスクデータベースを整備・構築したスコアリ
ングシステムの構築を行い、無担保・第三者保証
不要のスピードローン「サッと」の取扱いを9月か
ら開始しました。スコアリングシステムにより受付
から２営業日までに融資の諾否連絡をする迅速
な審査態勢を可能にしました。経営支援貸出認
定に基準金利（適正金利水準）を用いた自己査
定を実施しています。

信用リスクデータベースに基づくスコアリ
ングシステムを審査手法に取り入れたス
ピードローン「サッと」の取扱いを開始し
ました。経営支援貸出認定に基準金利
（適正金利水準）を用いた自己査定を継
続して実施しています。
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具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化
（１）銀行法等に義務付けられ
た、貸付契約、保証契約の内
容等重要事項に関する債務
者への説明態勢の整備

①既存先も新約定書で変更
契約を締結します｡
②他の債権書類は内容の説
明を受けた確認署名欄のあ
る書式に変更していきます。

各種書類について書
式改定等を検討しま
す。

書式改訂等の実施を予
定しております。

説明責任については、営業店に徹底し実施して
います。書式については確認署名、捺印欄を設
けた契約書の書式改訂を行い、16年度下半期か
ら運用開始予定です。

契約証関係の書式を見直し、改訂を行
います。事務取扱方法の検討を行い、
16年度下半期より運用開始の予定で
す。

債務者､保証人､担保提供者等に対し契約内容に従い、様々な
融資条件を説明の上、借入・保証（担保提供）意思を確認してい
ます。

（２）「地域金融円滑化会議」
の設置・開催

会議・研修等で他行庫の事
例等を紹介し、当金庫の業
務に活かしていきます。

同会議へ積極的に参
加し、業務に活かしま
す。

①前年度スケジュ－ル
を継続実施します。
②前年度発生事例に基
づく研修を行います。

第1回会議（15.06.24）、第2回会議（15.08.25）に
コンプライアンス部長と審査課長の2名が各出席
し、第3回会議（15.11.26）にコンプライアンス部長
と課長、第4回会議（16.02.26）には審査部長とコ
ンプライアンス課長が参加し、各行の苦情処理対
応等の情報・意見交換し関係業務の遂行に活か
しました。

第5回会議（16.05.27）はコンプライアン
ス課長と審査課長、第6回会議
（16.08.30）には法務部長と審査課長が
参加し、苦情発生状況、対応状況につ
いて他行庫と情報・意見交換し、内容に
ついて法務リスク管理委員会にて発表
し、関係業務に活かしました。（16.06.28
本部組織改革でコンプライアンス部を法
務部と業務部お客様相談室に分割しま
した。）

（３）相談・苦情処理体制の強
化

①本部関係部署から苦情に
基づく徹底・改善を図りま
す。
②会議・研修を行い予防・再
発防止に努めます。

①苦情に基づく全店へ
の徹底・改善と結果報
告により再発防止を図
ります。
②会議・研修等で苦情
に基づく研修･徹底を
行い予防・再発防止に
活かします。

①前年度スケジュ－ル
を継続実施します。
②前年度発生事例に基
づく研修を行います。

関係部署から全部室店に苦情事例に基づき再
発防止策を徹底しました。またコンプライアンス部
では、支店長研修、コンプライアンス・オフィサー
会議等で苦情事例に基づく再発防止策を徹底し
ました。業務部お客様相談室の設置により、苦情
対応・処理の専担化による相談・苦情処理体制
の強化を図りました。

全店の副長を対象に副長会議、コンプ
ライアンス・オフィサー会議で徹底を図り
ました。お客様相談室設置以降、係別
研修での研修・徹底の機会を増加させ
ました。

顧客との良好な信頼関係を維持・向上することを第一とし、苦情
事例を分析・検証することにより再発防止はもとより、サービス向
上・商品開発業務等に活かしていきます。

半期ごとの内容について、
ホームページ等で公表しま
す。

15年度上期の進捗状
況を公表します。

15年度下期及び16年
度上期の進捗状況を公
表します。

公表の方法は、ホームページを活用し、半期毎
に公表しています。

平成16年3月の進捗状況について、各
担当セクションにて検討・実施しその結
果をホームページで公表しました。平成
16年9月の進捗状況についてホーム
ページで公表する準備を進めました。

６．進捗状況の公表
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具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

【以下任意】
Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み
１．資産査定、信用リスク管理の強化
（１）①適切な自己査定及び償
却・引当の実施

法令等が変更された場合に
は、必要に応じて自己査定
及び償却・引当の方法の適
正化を実施します。

必要に応じて行いま
す。

必要に応じて行いま
す。

自己査定については金融庁新事務ガイドライン
の一部変更を取り入れ、変更しました。償却・引
当についても適切な処理を実施し、ディスクロー
ジャー誌に反映させました。

自己査定及び償却・引当については適
切に処理し、その結果をディスクロー
ジャー誌に公表しています。

（１）②担保評価方法の合理
性、処分実績からみた評価精
度に係る厳正な検証

売買事例データの収集と
データの正確な分析に努
め、担保評価方法の合理性
を維持します。

データの収集及び正確
な分析により、評価の
合理性を検証します。

データの収集及び正確
な分析により、評価の合
理性を検証します。

単純平均による路線価倍率、加重平均による路
線価倍率の検証を実施。競売事例を含み、鑑定
評価と売買価格・路線価比較の倍率から処分実
績からも評価制度の検証を実施しました。また従
来の取引事例に加えて京都地方裁判所の競売
事例（約350件）を収集し、担保評価の合理性を
検証しました。

京都地方裁判所の競売事例（約350件）
を収集により、担保評価率の合理性を
検証しました。

（１）③金融再生法開示債権
の保全状況の開示

従来、本決算のディスクロージャー誌には開示し
ていましたが、昨年度からは中間決算（平成15年
9月期）においても開示しました。

従来どおり平成16年3月の本決算ディス
クロージャー誌で開示しました。

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上
（２）信用リスクデータの蓄積、
債務者区分と整合的な内部
格付制度の構築、金利設定
のための内部基準の整備等

信用リスクデータベースを整
備し、内部格付制度を改善し
たのち、金利設定基準を新
たに定めていきます。

新格付制度の導入を
検討します。

新格付制度を導入し、
新金利設定基準の検討
を行います。

取引先の財務状況等に応じた個社別の予想倒
産確率をデータとして保有、整備済。予想倒産
確率計算システムを格付作業時に参照して利用
方法の検討を行いました。

導入にあたって一部の大口貸出先から
順に予想倒産確率に基づく、信用スコ
アによる信用格付を試行しています。

３．ガバナンスの強化
（２）③総代の選考基準や選
考手続きの透明化、会員・組
合員の意見を反映させる仕組
み等の整備

全信協での検討結果を踏ま
え、全信協が定める情報開
示の任意項目について検討
します。

全信協が取りまとめた
情報開示の必須項目
をもとに総代機能向上
策とディスクロージャー
誌への掲載方法を検
討します。

16年3月ディスクロー
ジャー誌に掲載し、その
内容に対するヒアリング
等実施し、協同組織運
営、総代会制度等の理
解状況を把握するよう
努めていきます。

ディスクロ―ジャー誌にて総代会の仕組みや総
代の選考方法等を解り易く開示しました。

全信協案をもとに、ディスクロ―ジャー誌
において総代会の仕組み、総代の選考
方法等、解かり易く説明し、地区別の総
代の氏名を公表しました。また一般会員
よりディスクロ―ジャー誌についてご意
見があれば本部にフィードバックできる
体制を確立しました。

４．地域貢献に関する情報開示等
（１）地域貢献に関する情報開
示

全信協から示される情報開
示の方針を受け、業務、とり
わけ融資業務について地域
貢献の実状を分かりやすく開
示します。

15年11月中に情報開
示をするための手法等
の検討を行います。

１６年３月末ディスクロー
ジャー誌で詳細マネー
フロー図とその解説を
示し、地域貢献の実状
を開示します。

平成14年度、平成15年度の地域貢献に関する
情報開示をホームページ等で行いました。

平成15年度の地域貢献に関する情報
開示をディスクロージャー誌及びホーム
ページで公表しました。
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